
〈 〉

a



　労災保険は、本来、国内にある事業場に適用
され、そこで就労する労働者が給付の対象とな
る制度ですから、海外の事業場で就労する方は
対象となりません。
　国内の事業場で就労していた方が転勤などで
海外の事業場に派遣された場合についても、通
常、派遣先の国の災害補償制度の対象となりま
す。
　しかし、外国の制度の適用範囲や給付内容が
必ずしも十分でない場合もあることから、海外
派遣者についても労災保険の給付が受けられる
制度を設けています。
　このパンフレットは、海外派遣者の特別加入
について、その加入者の範囲、加入手続、業務
災害・通勤災害の認定基準（保険給付の対象と
なる災害の範囲）などに関して、特に注意して
いただきたい事項を説明しています。
　特別加入を希望する方はもちろん、すでに特
別加入されている方もご一読いただき、特別加
入制度についてご理解いただきますようお願い
いたします。
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50人以下

表1　中小事業主等と認められる企業規模

100人以下

300人以下

　海外派遣者として特別加入をすることができるのは、以下のいずれかに該当する場合です。

①　日本国内の事業主から、海外で行われる事業に労働者として派遣される人

（注１）　日本国内の事業主とは、日本国内で労災保険の保険関係が成立している事業
（有期事業を除く）の事業主です。

（注２）　海外で行われる事業とは、海外支店、工場、現地法人、海外の提携先企業など
です。

②　日本国内の事業主から、海外にある中小規模の事業（表１参照）に事業主等
（労働者ではない立場）として派遣される人

③　独立行政法人国際協力機構など開発途上地域に対する技術協力の実施の事業
（有期事業を除く）を行う団体から派遣されて、開発途上地域で行われている事
業に従事する人

〈中小規模の事業とは〉
　派遣される事業の規模の判断については、
事業場ごとではなく、国ごとに企業を単位と
して判断します。
　例えば、日本国内の本社の労働者数と派遣
先の国の企業の労働者数を合わせて表１の規
模を超える場合であっても、派遣先の国の企
業の労働者数が表１の規模以内であれば、特
別加入することができます。

（ご注意）
　新たに海外に派遣される人に限らず、すでに海外の事業に派遣されている人でも
特別加入することができますが、現地採用の場合は、国内の事業からの派遣ではない
ため、特別加入することはできません。
　また、単なる留学を目的とした派遣についても、海外において事業に従事するも
のと認められないため、特別加入することはできません。
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　派遣元の団体または事業主が、日本国内において実施している事業（有期事業を除く）につ
いて、労災保険の保険関係が成立していることが必要です。
　なお、派遣先の事業については、有期事業も含まれます。

特別加入の手続き
初めて特別加入を申請する場合

　派遣元の団体または事業主が、その事業から派遣する特別加入予定者
をまとめて行うことになっています。
　海外派遣者の派遣の形態（転勤、移籍出向など）や派遣先での職種、
あるいは派遣先事業場の形態、組織などについては問いません。

提出するもの：　特別加入申請書（海外派遣者）
提出先　　　：　所轄の労働基準監督署長（以下「監督署長」といい

ます。）を経由して所轄の都道府県労働局長（以下
「労働局長」といいます。）

　特別加入申請書（以下「申請書」といいます。）には、特別加入を希望
する人の業務の具体的な内容、地位・役職名および希望する給付基礎日額
などを記入します。

※申請書の記入については、13ページの記入例を参考にしてください。
※給付基礎日額については、７ページを参照してください。

　中小事業の代表者などとして海外に派遣される人については労働者として派遣される
人とは異なり、特別加入申請書の「業務の内容」欄に、派遣先の事業の種類、当該事業
における労働者数および所定労働時間を付記することが必要です。
　この場合、申請書には派遣先の事業の規模などを証明するための資料（派遣先事業に
係る労働者名簿の写しまたは派遣先の事業案内など）を添付する必要があります。

＜加入の手続き＞

労働局長
（監督署長経由）

海外派遣元事業場の事業主
または海外派遣団体

①
申
請
書
提
出

②
承
認
・
不
承
認
通
知
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提出するもの：　特別加入に関する変更届（海外派遣者）
提出先　　　：　監督署長を経由して労働局長

　派遣元の団体または事業主は、以下の場合には、「特別加入に
関する変更届（海外派遣者）」（以下「変更届」といいます。）
を提出する必要があります。

　上記④の場合には、変更届に、派遣先の事業における地位・役職名、派遣先の事業
の種類および当該事業における労働者数などを記載するとともに派遣先の労働者名簿
の写し、事業内容などの資料を添付する必要があります。

※変更届の記入については14ページの記入例を参考にしてください。

（ご注意）
　災害が発生した後に変更届を提出されても、すでに発生した災害の給付には反映さ
れません。

①　特別加入を承認されている人の氏名、業務内容などに変更が
あった場合

②　派遣先の事業の名称や所在地が変わった場合
③　派遣する国が変わった場合
④　労働者として派遣されていた人が中小事業の代表者などに就
任した場合

⑤　中小事業の代表者などとして派遣されていた人が労働者と
なった場合

⑥　新たに海外派遣者となった人を追加して特別加入させる場合
⑦　帰国等により派遣先の事業に従事しなくなり、特別加入者の
資格を失った人がいる場合

労働局長
（監督署長経由）

海外派遣元事業場の事業主
または海外派遣団体

すでに特別加入を承認されている派遣元の場合

　特別加入の申請に対する労働局長の承認は、申請日の翌日から30日以内で申請者が加
入を希望する日となります。
　例えば、４月１日から特別加入を希望する場合は、３月２日から３月31日までの間に提
出しなければなりません。
　希望日以後に提出した場合は、希望日の加入は出来ませんので海外派遣日の前に申請書
または変更届を提出する必要があります。

①
変
更
届
提
出
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　「海外出張」の場合は、海外出張者に関して何ら特別の手続きを要することなく、所
属する国内の事業場の労災保険により給付を受けられます。
　一方「海外派遣」の場合は、海外派遣者に関して特別加入の手続きを行っていなけれ
ば、労災保険による給付を受けられません。

　国内の事業場で就労していた人が海外で業務に従事するケースにはさまざまなもの
がありますが、大きく区分すると、「海外出張」と「海外派遣」が考えられます。

　「海外出張者」とは、単に労働の提供の場が海外にあるにすぎず、国内の事業場に所
属し、その事業場の使用者の指揮に従って勤務する労働者です。
　「海外派遣者」とは、海外の事業場に所属して、その事業場の使用者の指揮に従っ
て勤務する労働者またはその事業場の使用者（事業主およびその他労働者以外の方）
です。
　「海外出張者」と「海外派遣者」のどちらに当たるかは、勤務の実態によって総合的
に判断されることになります。

　海外出張と海外派遣のケースを一般的に例示すると次のようになります。

１　商談
２　技術・仕様などの打ち合わせ
３　市場調査・会議・視察・見学
４　アフターサービス
５　現地での突発的なトラブル対処
６　技術習得などのために海外に赴く場合

１　海外関連会社（現地法人、合弁会社、提携先
　企業など）へ出向する場合
２　海外支店、営業所などへ転勤する場合
３　海外で行う据付工事・建設工事（有期事業）
　に従事する場合（統括責任者、工事監督者、一
　般作業員などとして派遣される場合）
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　給付基礎日額とは、労災保険の給付額を算定する基礎となるもので、申請に基づい
て労働局長が決定します。
　給付基礎日額を変更したい場合は、事前（3月2日～3月31日）に「給付基礎日額変更
申請書」を監督署長を経由して労働局長あて提出することによって、翌年度より変更
することができます。
　また、労働保険の年度更新期間中にも「第３種特別加入保険料申告書内訳名簿」ま
たは「給付基礎日額変更申請書」により当年度に適用される給付基礎日額の変更が可
能です。
　ただし、災害発生前に申請することが前提になります。給付基礎日額の変更申請前
に災害が発生している場合は、当年度の給付基礎日額変更は認められませんので、給
付基礎日額の変更を検討されている方は、事前の手続きをお勧めします。

給付基礎日額・保険料

　年間保険料は、保険料算定基礎額（給付基礎日額×365）に保険料率を乗じたもの
となります。
　なお、海外派遣者が、年度途中で、新たに特別加入者となった場合や特別加入者で
なくなった場合には、その年度内の特別加入月数（１か月未満の端数があるときは、
これを１か月とします）に応じた保険料算定基礎額により保険料を算出します。

年　間　保　険　料
年間保険料=保険料算定基礎額（注）×保険料率

（注）特別加入者全員の保険料算定基礎額を合計した額に千円未満の端数が生じるときは端数切り捨
　　てとなります。

25,000円
24,000円
22,000円

9,125,000円
8,760,000円
8,030,000円

27,375円
26,280円
24,090円
21,900円
19,710円
17,520円
15,330円
13,140円
10,950円
9,855円
8,760円
7,665円
6,570円
5,475円
4,380円
3,831円
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○

○

○

①　申請書の「業務の内容」欄に記載された労働者の所定労働時間（休憩時間を含む）内に特別加
入申請した事業のためにする行為およびこれに直接附帯する行為を行う場合（事業主の立場で行
われる業務を除く）

②　労働者の時間外労働または休日労働に応じて就業する場合

③　①または②に前後して行われる業務（準備、後始末行為を含む）を中小事業主等のみで行う場合

④　①、②、③の就業時間内における事業場施設の利用中および事業場施設内で行動中の場合

⑤　事業の運営のために直接必要な業務（事業主の立場で行われる業務を除く）のために出張する場合

⑥　通勤途上で次の場合
　ア　労働者の通勤用に事業主が提供する交通機関の利用中
　イ　突発事故（台風、火災など）による予定外の緊急の出勤途上

⑦　事業の運営に直接必要な運動競技会その他の行事について労働者（業務遂行性が認められる
者）を伴って出席する場合

※詳細については、厚生労働省のホームページに掲載しています。
「複数事業労働者への労災保険給付　わかりやすい解説」　
https://www.mhlw.go.jp/content/000662505.pdf

　国内の労働者の場合と同様、業務または通勤により被災した場合に労災保険から給付が
行われます。

　就業中の災害であって、次の①～⑦のいずれかに該当する場合に保険給付が行われます。

　事業主が同一でない二以上の事業における業務を要因とする傷病等が発生した場合であっ
て、要件を満たしていれば、労働者と同様に保険給付が行われます。

中小事業の代表者などとして海外派遣される場合

複数業務要因災害

通勤災害

業務災害

QRコードはこちら⇒
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　海外派遣者の補償の範囲に関して、以下の事項については特にご注意ください。

　赴任途上における災害は、次の要件を全て満たす場合に業務災害と認められます。
①　海外派遣を命じられた労働者が、その転勤に伴う移転のため転勤前の住居などから赴任
先事業場に赴く途中で発生した災害であること
②　赴任先事業主の命令に基づき行われる赴任であって、社会通念上、合理的な経路および
方法による赴任であること
③　赴任のために直接必要でない行為あるいは恣意的行為に起因して発生した災害でないこと
④　赴任に対して赴任先事業主より旅費が支給される場合であること

　派遣先事業場からの国外出張については、国内の事業場からの海外出張の場合と同様の考
え方によって、業務災害であるかどうかが判断されます。

　他人の暴行による災害については、私怨による犯行など一定のものについては、業務中で
あっても、保険給付を受けられないことがあります。

　特別加入者が業務または通勤により被災した場合には、所定の保険給付が行われるととも
に、これと併せて特別支給金が支給されます。

　特別加入者に対する保険給付および特別支給金の種類は、表3のとおりです。

　なお、保険給付の請求は、派遣元の団体または事業主を通じて行い、請求書には、
業務災害の発生状況などに関する資料として、「派遣先の事業主の証明書」を添付す
る必要があります。また、「在外公館の証明書」や「新聞記事」なども併せて添付し
てください。（ただし、中小事業の代表者などとして派遣される方については「派遣
先の事業主の証明書」は必要ありません。）
　また、これらの書類などが外国語で書かれている場合は、日本語に翻訳したものも
添付してください。
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・療養補償給付
・複数事業労働者
 療養給付
・療養給付

・休業補償給付
・複数事業労働者
 休業給付
・休業給付

・障害補償給付
・複数事業労働者
 障害給付
・障害給付

・傷病補償年金
・複数事業労働者
 傷病年金
・傷病年金

業務／複数事業の業務／通
勤による傷病について、病院
等で治療する場合

労災病院または労災指定病院等
において必要な治療が無料で受
けられます。また、労災病院また
は労災指定病院等以外の病院に
おいて治療を受けた場合には、治
療に要した費用が支給されます。
（注3）

特別支給金はあ
りません。

業務／複数事業の業務／通
勤による傷病の療養のため
労働することができない日
が4日以上となった場合
（注4）

休業4日目以降、休業1日につき給
付基礎日額の60％相当額が支給
されます。

休業特別支給金
休業4日目以降、
休業1日につき
給付基礎日額の
20％相当額を支
給。

〔障害（補償）等年金〕
業務／複数事業の業務／通
勤による傷病が治った後に障
害等級第1級から第7級までに
該当する障害が残った場合

〔障害（補償）等一時金〕
業務／複数事業の業務／通
勤による傷病が治った後に障
害等級第8級から第14級まで
に該当する障害が残った場合

〔障害（補償）等年金の場合〕
第1級は給付基礎日額の313日分
～第7級は給付基礎日額の131日
分が支給されます。

〔障害（補償）等一時金の場合〕
第8級は給付基礎日額の503日分
～第14級は給付基礎日額の56日
分が支給されます。

障害特別支給金
第1級342万円～
第14級8万円を
一時金として支
給。

業務／複数事業の業務／通
勤による傷病が療養開始後1
年6か月を経過した日または
同日後において
①傷病が治っていないこと
②傷病による障害の程度が
　傷病等級に該当すること
のいずれにも該当する場合

第1級は給付基礎日額の313日分、
第2級は給付基礎日額の277日分、
第3級は給付基礎日額の245日分
が支給されます。

傷病特別支給金
第1級は114万円
第2級は107万円
第3級は100万円
を一時金として
支給。

（給付基礎日額とは
関係なく）必要な治
療が無料で受けられ
ます。

（20日間休業した場合）
①休業（補償）等給付
　1万円×60%×（20日-3日）
　＝10万2千円
②休業特別支給金
　1万円×20％×（20日-3日）
　＝3万4千円

（第1級の場合）
①障害(補償）等年金
　1万円×313日＝313万円
②障害特別支給金（一時金）
　342万円

（第1級の場合）
①傷病(補償）等年金
　1万円×313日＝313万円
②傷病特別支給金（一時金）
　114万円

具体的な例
（給付基礎日額１万円の場合）

（注2）

（注1）
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・遺族補償給付
・複数事業労働者
 遺族給付
・遺族給付

・葬祭料
・複数事業労働者
 葬祭給付
・葬祭給付

・介護補償給付
・複数事業労働者
 介護給付
・介護給付

（注1）「保険給付の種類」欄の上段は業務災害、中段は複数業務要因災害、下段は通勤災害に対して支給
される保険給付の名称です。

（注2） 派遣先などの海外において、派遣先国独自の治療を受けた場合でも、日本または外国における医学
常識に照らして妥当と認められるものについては治療に要した費用が支給されることとなってい
ます。支給額は、支給決定日における外国為替換算率（売レート）により円換算された額となり
ます。

（注3）  原則、給付の範囲は健康保険に準拠しています。
（注4） 休業（補償）等給付については、特別加入者の場合、所得喪失の有無にかかわらず、療養のため補

償の対象とされている範囲（業務遂行性が認められる範囲）の業務または作業について全部労働
不能であることが必要となっています。全部労働不能とは、入院中または自宅就床加療中もしく
は通院加療中であって、補償の対象とされている範囲（業務遂行性が認められる範囲）の業務ま
たは作業ができない状態をいいます。

（注5） 遺族（補償）等年金の受給資格者である遺族が1人であり、55歳以上の妻または一定の障害状態に
ある妻の場合には、給付基礎日額の175日分が支給されます。

（注6）  表中の金額は、令和6年2月1日現在のものです。

具体的な例
（給付基礎日額１万円の場合）

〔遺族（補償）等年金〕
業務／複数事業の業務／通
勤により死亡した場合（年金
額は遺族の人数に応じて異
なります）

〔遺族（補償）等一時金〕
①遺族（補償）等年金の受給
　資格をもつ遺族がいない
　場合
②遺族（補償）等年金を受け
　ている方が失権し、かつ、
　他に遺族（補償）等年金の
　受給資格をもつ方がいな
　い場合で、すでに支給され
　た年金の合計額が給付基
　礎日額の1000日分に満た
　ない場合

〔遺族（補償）等年金の場合〕
遺族の人数によって支給される
額が異なります。
（遺族1人の場合）
　給付基礎日額の153日分または
175日分（注5）
（遺族2人の場合）
　給付基礎日額の201日分
（遺族3人の場合）
　給付基礎日額の223日分
（遺族4人以上の場合）
　給付基礎日額の245日分

〔遺族（補償）等一時金の場合〕
左欄の①の場合
　給付基礎日額の1000日分
左欄の②の場合
　給付基礎日額の1000日分から
すでに支給した年金の合計額を
差し引いた額

遺族特別支給金
遺族の人数にか
かわらず300万
円を一時金とし
て支給。

〔遺族（補償）等年金で遺族
が4人の場合〕
①遺族（補償）等年金
　1万円×245日＝245万円　
②遺族特別支給金（一時金）
　300万円

〔遺族（補償）等一時金支給事由
①の場合〕
①遺族（補償）等一時金
　1万円×1000日＝1000万円
②遺族特別支給金（一時金）
　300万円

業務／複数事業の業務／通
勤により死亡した方の葬祭
を行う場合

31万5千円に給付基礎日額の30日
分を加えた額または給付基礎日
額の60日分のいずれか高い方が
支給されます。

特別支給金はあ
りません。

①31万5千円＋（1万円×30日）
　＝61万5千円
②1万円×60日＝60万円　　
よって、高い額の①が支払わ
れます。

業務／複数事業の業務／通
勤により、障害（補償）等年金
または傷病（補償）等年金を
受給している方のうち、一定
の障害を有する方で現に介
護を受けている場合

介護の費用として支出した額（上
限額があります）が支給されます。
親族等の介護を受けている方で、
介護の費用を支出していない場
合または支出した額が最低保障
額を下回る場合は一律にその最
低保障額が支給されます。
上限額および最低保障額は、常時
介護と随時介護の場合で異なり
ます。

特別支給金はあ
りません。

〔常時介護を要する者〕
上限額　　　172,550円
最低保障額　  77,890円
〔随時介護を要する者〕
上限額　　　  86,280円
最低保障額　  38,900円

（注6）

・療養補償給付
・複数事業労働者
 療養給付
・療養給付

・休業補償給付
・複数事業労働者
 休業給付
・休業給付

・障害補償給付
・複数事業労働者
 障害給付
・障害給付

・傷病補償年金
・複数事業労働者
 傷病年金
・傷病年金

業務／複数事業の業務／通
勤による傷病について、病院
等で治療する場合

労災病院または労災指定病院等
において必要な治療が無料で受
けられます。また、労災病院また
は労災指定病院等以外の病院に
おいて治療を受けた場合には、治
療に要した費用が支給されます。
（注3）

特別支給金はあ
りません。

業務／複数事業の業務／通
勤による傷病の療養のため
労働することができない日
が4日以上となった場合
（注4）

休業4日目以降、休業1日につき給
付基礎日額の60％相当額が支給
されます。

休業特別支給金
休業4日目以降、
休業1日につき
給付基礎日額の
20％相当額を支
給。

〔障害（補償）等年金〕
業務／複数事業の業務／通
勤による傷病が治った後に障
害等級第1級から第7級までに
該当する障害が残った場合

〔障害（補償）等一時金〕
業務／複数事業の業務／通
勤による傷病が治った後に障
害等級第8級から第14級まで
に該当する障害が残った場合

〔障害（補償）等年金の場合〕
第1級は給付基礎日額の313日分
～第7級は給付基礎日額の131日
分が支給されます。

〔障害（補償）等一時金の場合〕
第8級は給付基礎日額の503日分
～第14級は給付基礎日額の56日
分が支給されます。

障害特別支給金
第1級342万円～
第14級8万円を
一時金として支
給。

業務／複数事業の業務／通
勤による傷病が療養開始後1
年6か月を経過した日または
同日後において
①傷病が治っていないこと
②傷病による障害の程度が
　傷病等級に該当すること
のいずれにも該当する場合

第1級は給付基礎日額の313日分、
第2級は給付基礎日額の277日分、
第3級は給付基礎日額の245日分
が支給されます。

傷病特別支給金
第1級は114万円
第2級は107万円
第3級は100万円
を一時金として
支給。

（給付基礎日額とは
関係なく）必要な治
療が無料で受けられ
ます。

（20日間休業した場合）
①休業（補償）等給付
　1万円×60%×（20日-3日）
　＝10万2千円
②休業特別支給金
　1万円×20％×（20日-3日）
　＝3万4千円

（第1級の場合）
①障害(補償）等年金
　1万円×313日＝313万円
②障害特別支給金（一時金）
　342万円

（第1級の場合）
①傷病(補償）等年金
　1万円×313日＝313万円
②傷病特別支給金（一時金）
　114万円

具体的な例
（給付基礎日額１万円の場合）

（注2）

（注1）
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　特別加入者が業務または通勤により被災した場合には、保険給付が行われますが、そ
の災害が特別加入者の故意または重大な過失によって発生した場合や保険料の滞納期間
中に生じた場合には、支給制限（全部または一部）が行われることがあります。

　派遣元の団体または事業主は、海外事業が廃止となる場合や、海外派遣者のうち
特定の方が海外派遣期間の終了等により帰国する場合など、海外派遣者の全部また
は一部が特別加入者でなくなるときは、所定の様式を所定期間内に所轄労働基準監
督署長（を経由して労働局長）に提出する必要があります。

①海外派遣者全員が特別加入者でなくなるとき
　例：海外事業が終了し、海外派遣者全員を脱退させる場合。

⇒　特別加入に関する変更届・特別加入脱退申請書（様式第34号の12）のうち、「特
別加入脱退申請書」を丸囲みし、内容記載の上で提出してください。

　※労働局長の承認が必要になります。

②海外派遣者のうち、特定の人のみが特別加入者でなくなるとき
　例：海外支社に派遣中の５人のうち２人が派遣期間終了により帰国する場合。

⇒　特別加入に関する変更届・特別加入脱退申請書（様式第34号の12）のうち、
「特別加入に関する変更届」を丸囲みし、内容記載の上で提出してください。

（注）海外派遣者のうち特定の人のみが、派遣期間の終了等により国内に帰国した
場合は、「特別加入に関する変更届」の提出がなかったとしても、その日に特
別加入者としての地位は消滅することになりますが、適正な労働保険料の算
定に必要な場合があるため、帰国された方に係る「特別加入に関する変更届」
をすみやかに提出してください。

　これらの書類は、脱退または変更を希望する日の30日前から前日までの間に提出する必
要があります。例えば、３月31日に脱退または変更を希望する場合は、３月１日から３月
30日までに提出してください。
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「派遣先の事業において従事する業務の内容」欄は、災害が発生し
たときに労災保険給付の対象となるかを判断する上で重要な項目で
すので、特別加入者として行う業務の具体的内容を明確に記載して
ください。

「特別加入予定者」 欄は、海外派遣者として特別
加入を予定している方を全員記載してください。

※この様式は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。
　（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousaihoken.html）

QRコードはこちら⇒
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特別加入を承認されている人の氏名、業務内容、派
遣先の事業の名称や所在地、派遣する国などに変更
があった場合には、この欄に記載してください。

新たに海外派遣者となった人を追加して特別加入
させる場合には、この欄に記載してください。

帰国等により、派遣先の事業に従事しなくなり特別加入者の
資格を失った人がいる場合には、この欄に記載してください。

※この様式は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。
　（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousaihoken.html）

QRコードはこちら⇒

令和○○

令和○○

9令和

令和○○
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厚⽣労働省では、事業主の皆さまの事務負担を減らすため、⾏政⼿
続きの簡素化を進めています。今回、「労災保険特別加入制度」に関
する⼿続きを改正し、海外派遣に関する報告書の提出を廃止すること
となりました。

そのため、令和２年４⽉１⽇以降、特別加入申請書（海外派遣者）また
は特別加入に関する変更届（海外派遣者）を提出し、労災保険特別加入を
する海外派遣者については、「海外派遣に関する報告書」を提出する
必要は無くなります。

海外派遣の特別加入を⾏う事業主の皆さまへ

厚⽣労働省

海外派遣に関する報告書の廃止に伴う注意事項

詳しくは、最寄りの都道府県労働局または労働基準監督署にお問い合わせください。

１. 以下のケースの場合は、特別加入に関する変更届（様式第34号の12）を
所轄労働局⻑（所轄労働基準監督署⻑経由）に届け出てください。

 「派遣先の事業において従事する業務の内容」の欄には、
従事する業務の内容、地位・役職名を必ず記載する。

令和２年４⽉１⽇以降、

「海外派遣に関する報告書」を
提出する必要は無くなります

 特別加入者の要件に該当しなくなった方※がいる場合（全員が脱退する場合を除く）

※ 派遣期間の終了により日本に帰国した方については、
「特別加入に関する変更届（様式第34号の12）」の提出が必要です︕
帰国後は、速やかに所轄労働基準監督署にご提出ください。

2. 特別加入申請書（様式第34号の11）、特別加入に関する変更届（様式第34号の12）
を作成する際は、下記の点にご注意をお願いします。

 特別加入予定者（または新たに特別加入者になった方）が、派遣先の事業場で使
用される労働者以外の方（例︓派遣先事業の代表者、役員など）の場合（または、
既に派遣先の事業場で使用されている労働者が、労働者以外の方になった場合）
には、「派遣先の事業において従事する業務の内容」の欄に、該当する派遣先の
事業の種類、事業に関する労働者の人数と労働者の所定の始業・終業の時刻を併
せて記載する。
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R6.2

　詳細は、最寄りの労働基準監督署へお問い合わせください。
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